都留市企業版ふるさと納税活用型地域課題解決支援事業　募集要領

1. 事業の目的
本事業は、市内の各種団体が地域課題の解決に取り組む活動を、企業版ふるさと納税制度を活用して支援するものです。企業と地域の協働により、持続可能なまちづくりを推進することを目的としています。

2. 応募できる団体
都留市内に事務所を置き、以下の要件をすべて満たす団体が応募できます。
・定款または規約等を備え、組織的な意思決定ができること。
・事業活動や財務に関する情報を広く公開していること。
・構成員のうち1名以上が都留市内に在住、在勤、または在学していること。
※NPO法人、地域団体、大学サークル、商工関係団体など幅広く対象となります。

3. 対象となる事業
都留市の地域再生計画に基づき、地域課題の解決に資する公益的な事業で、以下のようなものが対象です。
1 地域課題の解決に直接つながる事業
2 社会貢献につながる事業
3 企業からの寄附が見込める事業
※特定の個人や団体のみが利益を得る事業、宗教・政治活動、営利目的のみの事業などは対象外、事業規模は「おおむね100万円以上」を想定となります。

4. 対象経費及び補助金の額
事業の実施に必要な経費（人件費、謝金、旅費交通費、委託費、消耗品費、印刷費、通信運搬費など）が対象となり当該経費に対して、企業からの寄付金から5,000円を控除した額を上限に補助金を交付します。

5. 事業の流れ
事業応募申請: 応募のあった事業について審査委員会により採択可否を決定します。
寄付募集: 事業が採択された団体は、市と協力して寄附企業を募ります。
寄附受入: 企業から市へ寄附金が納付されます。
補助金交付申請:補助金申請を行います。
　事業完了：事業及び補助金交付に係る実績報告書等を提出いただきます。

6. 事業応募（都留市企業版ふるさと納税活用型地域課題解決支援事業実施要綱）
団体から応募のあった事業について、採択の可否を審査委員会にて審査しますので、以下の書類を企画課へ提出してください。
事業計画書（様式1）、収支計画書（様式2）、誓約書（様式3）、宣誓書（様式4）、
団体の概要が分かる書類（定款、規約、会員名簿等）など
※応募は随時受け付けですが、企画課政策推進担当まで事前相談が必要となります。

7. 審査
審査委員会において地域の課題の解決を図る事業としての妥当性、経費の妥当性、寄付金獲得の見込み、事業の具体性、独創性、実現性等を評価し、採択・不採択を決定します。

8.補助金申請（都留市企業版ふるさと納税活用型地域課題解決支援事業補助金要綱）
　事業採択後、寄付額等が集まった段階で、補助金申請を行います。補助金申請に、以下の書類を企画課へ提出してください。
都留市企業版ふるさと納税活用型地域課題解決支援事業補助金交付申請書（様式1）、事業計画書（様式1号別紙1）、収支計画書（様式1号別紙2）など
※以下、必要に応じて
・都留市企業版ふるさと納税活用型地域課題解決支援事業補助金概算払請求書（様式第９号）など

9.事業及び補助金実績報告
　事業が終了次第、速やかに事業及び補助金の実績報告として以下の書類を提出してください。

・事業報告（実施要綱）に基づく書類
事業実施報告書（様式５）、収支決算書（様式６）、事業の実施及び支出を証する書類その他市長が必要と認める書類

・補助金（補助金要綱）に基づく書類
都留市企業版ふるさと納税活用型地域課題解決支援事業補助金実績報告書（様式第６号）、事業実施報告書（様式第６号別紙１）、収支決算書（様式第６号別紙２）、補助対象経費の支出を証する書類（領収書等）、事業の成果を確認できる資料、その他市長が必要と認める書類
※以下、必要に応じて
・都留市企業版ふるさと納税活用型地域課題解決支援事業補助金請求書（様式第８号）

10. 注意事項
・寄附企業に対し、返礼品などの経済的利益を提供することはできません。
・寄付企業は、所在地が本市以外の企業が企業版ふるさと納税の対象となります。
・事業内容に変更が生じる場合や、事業を中止する場合は、事前に市長の承認が必要です。

【お問い合わせ・提出先】
都留市役所 企画課 政策推進担当
電話：0554-43-1111（内線242）
受付時間：平日 8:30 ～ 17:00
